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も、海外から資料を取り寄せ 読むのも、情報の伝達が行われているという意味にお は同様である。ただし、前者では情報の受信が発信と同時に行われて るのに対し、後者では発信から一定の間を置いて受信が行われる。 通常、情報の収集や蓄積 いう場合、後者のような記録情報が対象とな







あるいは図書館等の情報収集機関である。ただし、前二者は、受信までのタイムラグをある程度短く見積もり、基本的には 受信が行われた時点 情報を手放 てしまうのに対し、後者は、発信から信まで スパンを長く見積もり、また、同じ情報の受信回数を制限しないため、情報を手放すことはない。つまり、 収集機関と情報の受信を長期に渡って保証る機能を持つものであるといえる。　
以上は紙媒体による情報伝達を
概観したものであるが、ウェブの情報ではどうなるか。この場合、モノの動きという要素は抜け落ちるが、実は伝達の構造自体は全く変らないのである。つまり、発信された情報はどこかにプールされない限り受信することはできない。しかし、ウェブ 情報 、伝達の速度がモノを介 る場合より断然速く、また、情報を ったんプールする場が発信者自身であることが多いため、 「蓄積」という機能にはあまり焦点 当てられないようである。　
つまり、情報伝達のあり方が変





























信者の要求である。ただし、この受信は、同時代だけでなくスパンを長期に見積もってい こと、そして、 者には情報収集機関自身も含まれること この二点は注意しておく必要がある。ある特定時期の受信者の数や彼等の的な要求は、選別基準の一要素に過ぎない。　
東南アジアと一括りにされる
が、 その内実は非常に多様であ 。現地情報の質・量 、政治や社会の現勢と密接に関係するの 当然として、受信要求 質・量も、同時代の現地情勢に影響されがちである。つまり 発 される情報の量が多いところには、多く 受信要求が り、少ないところ 人の関心は集まりにくい。そうした傾向に、情報収集機関が棹さすと受信要求の多い地域の情報収集にヒト・カネが割かれ、そうで地域には次第 目が向けられなく
なる。しかし、長期の受信を考えるならば、継続的に蓄積すべき情報の最低ラインは明確にしておく必要があるであろう。　
そうした問題意識のもと、前記





































カンボジア 16   11（68.8％）
インドネシア 61   57（93.4％）
ラオス 13     4（30.8％）
マレーシア 31   28（90.3％）
ミャンマー 9     8（88.9％）
フィリピン 33   30（90.9％）
シンガポール 37   33（89.2％）
タイ 54   38（70.4％）
ベトナム 34     34（100.0％）





























所蔵がま たく確認されないタイトルが少なからず存在すること。これは現地で刊行され い もに顕著である。但し、ある特定の




イトル数は、一誌につき一号でもあれば所蔵ありとカウントしたもので、例えばベトナムは一〇〇％となっているが、これは全号揃っているという意味ではない。この点を加味してみると、現状としは、国内全体レベルでも完備にはほど遠く、結局の所、複数機関が連携して互いに補って く他はないと思われる。また、情報のアクセスにも改善の余地がある。情報収集機関のレベルで 各言語に対して読解できる人材を配置するのはまず不可能であることを考えると、 特に、 タイやカンボジア ミャンマーのような独自の文字を使用する言語につい は、ローマナイズ等により言語に熟達してない者にとってもアクセスがより容易にすることが必須である。マイナー
な言語はエンドユーザーだけが理解できればよいという考えは大きな誤りであって、そのエンドユーザーに情報が伝達されるためには、情報収集機関のレベルで、適切に情報の内容が把握され整理されておく必要がある。整理 てない情報は存在し いに等しい。③資料の蓄積　
①②で概ね把捉された情報を、




























カンボジア 1 1 4 5 5 16
インドネシア 2 2 1 1 3 9 10 29 4 61
ラオス 1 1 2 9 13
マレーシア 2 2 5 2 17 3 31
ミャンマー 1 2 5 1 9
フィリピン 2 3 2 3 19 4 33
シンガポール 1 2 1 1 1 2 1 2 2 3 17 4 37
タイ 1 1 2 1 3 1 29 16 54









③） 、および、出版状況に関す専門家へのヒアリング（二〇〇九〜一一年 を行った。ある程度予想されたことであるが、各国の政治・社会情勢と、情報や出版を巡る環境が密接に関係してい こと、また、どの地域についても、ウェブへのアクセスが不安定であることが指摘された。 ただし ウェブ情報については、対処困難な問題と見なすのではなく 情報を蓄積する場を自前で確保しているかどうかが問われていると考えた方がよさそうである。 不安定 政情・社会下では、発信が恣意的にな

























 北村由美・青柳英治・小笠原綾［二〇〇八］ 「東南アジアにおける学術情報の共有化：現状と今後の可能性」 （ 『専門図書館』
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